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消費税の増収財源で
動き出す

「子ども・子育て支援の充実」
消費税増税の増収分は社会保障の充実に充てることが決まっているが、特に「待
機児童解消」には世の中の注目が集まっている。国としても、その取り組みを
強力に推し進めており、平成27年度予定の「子ども・子育て支援新制度」の
施行を待たずに、平成25年度より「待機児童解消加速度プラン」等を実施し
ており、平成26年度においても消費税の増収分を活用して、本格的に支援す
ることとしている。今特集では、消費税の増収分の使いみちはどうなっている
のか、なかでも注目を集める待機児童対策はどう進められるかを解説する。

取材・文：向山勇（㈱ウイット）／風間立信（㈱表参道総合研究所）

「社会保障と税の一体改革」で大きく前進

特集

（出典）財務省広報誌『ファイナンス』2014年5月号
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消費税の増収財源で動き出す「子ども・子育て支援の充実」
「社会保障と税の一体改革」で大きく前進特集

平成26年度における
「社会保障の充実」の 概要

日本の社会保障は、その費用を保険料によって
まかなう「社会保険方式」が採用されている。と
ころが、保険料だけでまかなうことはできず、実
際には不足分を公費で補っているのが現状だ。

その公費は基本的に税金をまかなうべきもので
あるが、税収だけではまかなえないため、借金に
よって補っている。

このように財源の裏付けが不安定な現状では、
社会保障を持続させていくことが難しい。そこで、
社会保障の安定化を図るために進められているの
が社会保障・税の一体改革だ。

今回の消費税率引上げは、社会保障のうち年金、

医療、介護、子育ての４つの分野について安定財
源を確保するのが大きな目的となっている。

具体的には、消費税はこの４月に３％引き上げ
られ、平成27年10月には、さらに２％の引き上
げが検討されている。これら合計５％の引き上げ
によって14兆円程度の増収を見込んでおり、そ
のすべてが社会保障の財源として活用される。

内訳は、５％の増税のうち４％に当たる11.3
兆円程度を「社会保障の安定化」、１％に当たる
2.8兆円程度を「社会保障の充実」に活用する。

社会保障の安定化とは、基本的に現状の社会保
障の水準を持続的に維持するためのものであり、
その中には借金による将来世代への負担の先送り
を軽減することのみならず、基礎年金の国庫負担
の２分の１への引上げを恒久化させるために財源

社会保障・税の一体改革で
社会保障の安定化を図る

事　　項 事業内容 計（注１） 国分 地方分

子ども・子育て支援の充実

待機児童解消の推進と地域の子ども・子育て支援の充実
（「待機児童解消加速化プラン」の推進、 保育緊急確保事業の
実施）

2,915 1348（注３） 1,568

社会的養護の充実 80 40 40

育児休業中の経済的支援の強化 64 56 8

医療・介護
の充実

医療・介護サービスの
提供体制改革

病床の機能分化・連携、在宅医療の推進等
（１）消費税財源の活用による診療報酬の改定
（２）新たな財政支援制度の創設（※）

353
544

249
362

105
181

地域包括ケアシステムの構築
（認知症に係る地域支援事業の充実等） 43 22 22

医療保険制度の
改革

国民健康保険等の低所得者保険料軽減措置の拡充 612 0 612

高額療養費制度の見直し 42 37 5

難病・小児慢性
特定疾患への対応

難病・小児慢性特定疾患に係る公平かつ安定的な
制度の確立 等 298 126 172

年金制度の改善 遺族基礎年金の父子家庭への対象拡大 10 10 0

合　　計 4,962 2,249 2,713

※�医療提供体制改革のための新たな財政支援制度（基金）については、上記に加え、公費360億円の上乗せ措置を別途実施。その結果、基金規模は合計904億円。
（注１）金額は公費（国及び地方の合計額）である。
（注２）計数は、それぞれ四捨五入の関係により、端数において合計と合致しないものがある。
（注３）「保育緊急確保事業」の国分（1,043億円）は内閣府、保育所運営費の国分（304億円）は厚生労働省に計上。

厚生労働省作成平成26年度における「社会保障の充実」（概要）
（単位：億円）

（出典）財務省広報誌『ファイナンス』2014年5月号
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を確保することや消費税率引上げによって自動的
に負担増となる費用、たとえば医療機関が購入す
る医療機器などの税負担の上昇分への手当も含ま
れる。

次に「社会保障の充実」に振り向けられる2.8
兆円程度について詳しく見ていこう。

その内訳は「子ども・子育て支援の充実」に
0.7兆円程度、「医療・介護の充実」に1.5兆円程度、

「年金制度の改善」に0.6兆円程度となっている。
これまで消費税の税収は、高齢者の年金・医療・

介護に使われていたが、今回は子ども・子育て支
援を使途に加えて、全世代型の給付への転換を図
っているのが特徴となっている。

以上は消費税が５％引き上げられた場合の予算
配分だが、３％の増税が実施された平成26年度
予算においては、増収分が社会保障の充実にどの
ように振り向けられるのかを見てみよう。

平成26年度予算では、増税による増収分のう
ち、0.5兆円程度を「社会保障の充実」に配分し
ている。その内容は図表（P３）の通りで、とく
に「子ども・子育て支援の充実」に重点的な配分
が行われている。

具体的には「社会保障の充実」全体では、５％
増税時の2.8兆円程度の２割弱に当たる0.5兆円程
度が平成26年度に配分されるが、「子ども・子育
て支援の充実」については、５％増税時の0.7兆
円程度のうち、４割強に当たる0.3兆円程度が平
成26年度に配分されている。

一方で「医療・介護の充実」分野では、平成
26年度予算において①医療・介護サービスの提
供体制改革、②医療保険制度の改革、③難病・小

児慢性特定疾患への対応などに配分される。
このうち配分が大きいのは②の国民健康保険等

の低所得者保険料軽減措置の拡充だ。これは、国
民健康保険、後期高齢者医療の保険料の軽減を受
ける際の判定所得の基準を見直すもの。

現在、国民健康保険の保険料は所得水準によっ
て７割軽減、５割軽減、２割軽減の３段階がある。
５割軽減や２割軽減の対象となる所得基準額をそ
れぞれ引き上げる。後期高齢者医療制度でも同様
の見直しを行い、両制度合わせて保険料の軽減対
象を約500万人拡大する。

高額療養費制度においても低所得者の負担を軽
減する。この制度は、医療費の負担が過重なもの
となるのを避けるため、医療の自己負担額に一定
の歯止めを設けるもの。今回は、負担能力に応じ
た負担という観点から70歳未満の所得区分を細
分化して自己負担限度額をきめ細かく設定する。

現在、70歳未満の所得区分は上位所得者、一
般所得者、低所得者の３つに区分されているが、
これを所得に応じて５つに区分とし、低所得者に
対しては自己負担限度額を引き下げる充実を行
う。

また、難病・小児慢性特定疾患への対応にも配
分が行われる。難病について言えば、医療費助成
の対象疾患が現行の56疾患から約300疾患に拡充
される予定である。

以上が平成26年度に実施される社会保障の充
実の主な内容だが、子ども・子育て支援の充実、
その中でも重点的に配分が行われている待機児童
の解消について、次ページ以降で詳しく紹介しよ
う。

医療・介護分野では
低所得者の負担軽減などを推進

平成26年度は0.5兆円程度を
「社会保障の充実」に配分

（出典）財務省広報誌『ファイナンス』2014年5月号
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「社会保障と税の一体改革」で大きく前進特集

厚生労働省発表によると、平成25年４月１日
現在の待機児童数は２万2,741人で、3年連続の
減少となっている。そのうち、低年齢児（０～２
歳）の待機児童数は１万8,656人で、全体の約
82.0％を占めている。

平成25年４月１日現在の保育所の定員は前年
比48,641人増加し、利用児童は前年比42,779人
増加している。

待機児童がいる市区町村数は、340自治体（全
市区町村（1,742 自治体）の約19.5％）、待機児
童が50人以上の市区町村は101自治体、100人以
上の市区町村は64自治体である。そのうち、都
市部の待機児童は１万8,267人で、全体の約80.3
％を占めている。（首都圏（埼玉県・千葉県・東
京都・神奈川県）、近畿圏（京都府・大阪府・兵
庫県）の７都府県、政令指定都市及び中核市の合
計）

こうした現状を踏まえ、「待機児童解消加速化
プラン」を実施し、その取り組みを強力に推し進

めている。
同プランでは、平成27年度に予定している「子

ども・子育て支援新制度」の施行を待たずに、「緊
急集中取組期間」（平成25・26年度）で約20万人分、
潜在ニーズを含め、保育ニーズのピークを迎える
平成29年度末までに、合わせて約40万人分の保
育の受け皿を確保し、待機児童の解消を目指す。

具体的には、保育所の受入児童数の拡大を図る
とともに、小規模保育、幼稚園における長時間預
かり保育等新制度の先取り、認可を目指す認可外
保育施設への支援等を実施する。

待機児童解消施策の多くは、「保育緊急確保事
業」として実施される。同事業は、子ども・子育
て支援新制度への円滑な移行を図るため、小規模
保育支援などの新制度における施設型給付・地域
型保育給付に関する事業や、地域子育て支援拠点
事業など、新制度における地域子ども・子育て支
援事業等を先行的に支援するものであり、待機児
童解消施策以外の新制度の子ども・子育て支援も

「先取り」の対象とされている。
また、「子ども・子育て支援の充実」では、「社

会的養護の充実」も講じている。具体的には、児

平成26年度における
「子ども・子育て支援の充実」の内容

「待機児童解消加速化プラン」を
強力に推進
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童養護施設等の受入児童数の拡大や、児童養護施
設等での家庭的な養育環境（小規模グループケア、
グループホーム）を推進する。また、「育児休業
期間中の経済的支援の強化」として、男女ともに
育児休業を取得することをさらに促進するため、
育児休業給付の給付率を、休業最初の6月間につ
き50%→67%に引き上げることとしている。

以上の事業を施行するために、平成26年度に
おいて「子ども・子育て支援の充実」には3,059
億円を配分することとしている。内訳は、待機児

童解消関連「待機児童解消加速化プラン」の推進
と「保育緊急確保事業」が2,915億円、「社会的
養護の充実」が80億円、「育児休業期間中の経済
的支援の強化」が64億円となっている。

なお、消費税は平成27年10月には、さらに２
％の引き上げが検討されており、実施された場合
は、その増収分を利用して、「子ども・子育て支
援新制度」の施行に必要な「子ども・子育て支援」
の一層の充実が図られる予定である。

新制度の下で市町村が実施する、地域子育て支援拠点事業など、地域子ども・子育て支援事業等を先行的に支援。

● 児童養護施設等の受入児童数の拡大（虐待を受けた子どもなど社会的養護が必要な子どもの増加への対応）
● 児童養護施設等での家庭的な養育環境（小規模グループケア、グループホーム）の推進

● 子ども・子育て支援新制度への円滑な移行を図るため、待機児童の多い市町村等が取り組む保育その他の子ども・子育て支援に
　 関する事業を支援（子ども・子育て支援法附則第10条）

● 消費税財源を活用して以下を実施し、意欲ある地方自治体を強力に支援。（☆はⅡ．保育緊急確保事業として実施）

※加速化プランの推進に必要な保育所整備費等についても、別途適切に確保

■ 地域子育て支援拠点事業　　■ 一時預かり事業　　■ ファミリー・サポート・センター事業
■ 放課後児童クラブの充実（開所時間の延長の促進（小１の壁の解消））　　　　　　　　　　等

■ 小規模保育、家庭的保育、幼稚園の長時間預かり保育や、認可を目指す認可外保育施設への支援☆
■ 保育の量拡大に対応した保育所運営費の確保　　■ 保育士確保対策（処遇改善）☆　　■ 利用者支援☆　　　等

厚生労働省作成子ども・子育て支援の充実

Ⅰ. 「待機児童解消加速化プラン」の推進 所要額（公費） 1,841億円

Ⅱ. 保育緊急確保事業 所要額（公費） 2,307億円（一部再掲：上記Ⅰ以外の事業分1,074億円）

Ⅲ. 社会的養護の充実 所要額（公費） 80億円

● 男女ともに育児休業を取得することを更に促進するため、育児休業給付の給付率を引上げ
　 （休業最初の６月間につき50％→67％）

Ⅳ. 育児休業期間中の経済的支援の強化 所要額（公費） 64億円

（上記Ⅰ）1 「待機児童解消加速化プラン」の推進

2 新制度に基づく事業の先行的な支援

● 子ども・子育て支援新制度の施行（27年度予定）を待たずに、「緊急集中取組期間」（25・26年度）で約20万人分、潜在ニ
ーズを含め、保育ニーズのピークを迎える29年度末までに合わせて約40万人分の保育の受け皿を確保し、待機児童の解消を目指す。

緊急集中取組期間

新制度スタート

緊急プロジェクト 新制度等による取組
取組加速期間

市町村子ども・子育て支援事業計画の期間（27～31年度）

待機児童解消を目指す消費税財源確保

20万人

25年度 27年度

保育ニーズのピーク
=29年度 31年度

40万人

2年間前倒し

（出典）財務省広報誌『ファイナンス』2014年5月号
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①保育所運営費
　（受入児童数の拡大に必要な経費）

保育所運営費について、26年度の受入児童数の拡

大に必要な経費を消費税の増収分により確保する。

②小規模保育運営支援関連事業
小規模保育、幼稚園における長時間預かり保育な

ど新制度を先取りした事業の運営費を確保するとと

もに、利用者の身近な場所で、教育・保育施設や地

域の子育て支援事業等の利用に当たっての支援を行

う事業を実施する。

・小規模保育運営支援事業

・グループ型小規模保育事業

・幼稚園における長時間預かり保育支援事業

・認定こども園事業

・家庭的保育事業

・利用者支援事業

③保育を支える保育士の確保
保育士の処遇改善や潜在保育士の再就職支援等を

推進するとともに、保育士の業務負担軽減を図る事

業や、新制度の円滑な実施に向けた資格取得支援等

を新たに実施し、保育士確保対策の強化を図る。

・保育士等処遇改善臨時特例事業
・保育体制の強化

④認可化移行総合支援事業
認可保育所または認定こども園への移行を希望す

る認可外保育施設が、設備運営基準を満たす見込み

のある施設に対して、認可基準を満たすために必要

な運営費、調査費、移転費等の支援費等を補助する。

①放課後児童クラブの充実
保育所との開所時間の乖離を縮小し、保育所の利

用者が就学後も引き続き円滑に利用できるように、

18時半を超えて開所する放課後児童クラブに対して、

追加的な費用を補助する。

②地域子育て支援拠点事業
家庭や地域における子育て機能の低下や、子育て

中の親の孤独感や負担感の増大等に対応するため、

子育て支援拠点施設において、地域の子育て中の親

子の交流促進や育児相談等を行うための費用を補助

する。

③一時預かり事業
家庭において一時的に保育を受けることが困難に

なった乳幼児について、保育所その他の場所で一時

的に預かり、必要な保護を行う事業に対する補助を

行う。

④ファミリー・サポートセンター事業
乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の労働

者や主婦等を会員として、児童の預かり等の援助を

受けることを希望する者と当該援助を行うことを希

望する者との相互援助活動に関する連絡、調整を行

う。

⑤乳児家庭全戸訪問事業
生後4カ月までの乳児のいるすべての過程を訪問

し、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把

握を行うのに要する費用の補助を行う。

「待機児童解消加速化プラン」
の主な事業

「新制度に基づく事業の
先行的な支援」の主な事業

「待機児童解消加速化プラン」及び「保育緊急確保事業」
（新制度に基づく事業の先行的な支援）の主な事業

（出典）財務省広報誌『ファイナンス』2014年5月号
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有識者インタビュー
待機児童解消に求められる政策とは

――「子ども・子育て支援の充実」では、待機児
童の解消に注目が集まっています。待機児童の現
状について、どのように考えていますか。
池本　私自身、８歳と３歳の子どもを持つ母親と
して通算７年間、保育所を利用しています。今は
母親が働くことで生活が成り立たっているという
家庭が少なくありませんから、保育所に入れない
という状況はとても深刻です。

認可保育所に入れなければ認可外に頼らざるを
えませんが、施設や体制面などで不安なところも
あります。今回の待機児童対策では、小規模保育
なども認可し、補助する方向が打ち出されていま
すので期待しています。

保育の需要は今後ますます高まると思います。
末子３歳未満の母親の就業率は日本で約４割です
が、OECD平均では５割を超えています。待機児
童解消は必須です。

一方で財源の制約もあり、子ども一人当たりの
保育時間を適正化することも必要です。ワーク・
ライフ・バランスの進んでいるオランダでは、末
子３歳未満の母親の就業率は８割に近い状況です
が、週５日保育所に通う子どもは多くないそうで
す。週３日働き、休みの日は家で子どもの面倒を
見るなどで子ども一人当たりの保育時間は短くな
ります。

韓国では国の政策として短時間正社員の拡大を
目指しています。通常、短時間だけ働こうとする
とパート勤務になってしまい、公的な健康保険や

年金の対象外となってしまいます。そこで、国が
短時間勤務の正社員という仕組みを作り、政府や
大企業も積極的に採用を行っています。

このように日本でも働き方に多様性が出てくれ
ば、保育時間の減少分の予算でより多くの子ども
に保育を提供できます。
――保育の質の改善も注目されていますが、いか
がでしょうか。
池本　質の改善には第三者評価が大きな役割を果
たすと思いますが、日本では保育所、幼稚園、認
定こども園のいずれにも受審が義務付けられてい
ません。受審費用が高いことなどもあり、受審率
は保育所で3.52％（全国社会福祉協議会調べ、
平成23年度実績）と低い水準にとどまっていま
す。今回、質の改善の項目に「第三者評価の推進」
が挙げられ、３年に１度、全額補助での受審に
42億円が計上されたことは積極的に評価できる
でしょう。

海外でも第三者評価は積極的に取り入れられて
います。たとえばイギリスでは、すべての施設の
評価が公表されていて、評価が高かった保育所の

日本総合研究所 主任研究員　池本  美香氏
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（出典）財務省広報誌『ファイナンス』2014年5月号
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消費税の増収財源で動き出す「子ども・子育て支援の充実」
「社会保障と税の一体改革」で大きく前進特集

取り組みがインターネットで閲覧できます。他の
保育所でもそれを参考に改善ができますし、親も
自分の子どもが通う保育所の現状が把握でき、改
善の提案もしやすくなります。

海外では親の代表が参加する運営委員会の設置
により、質の改善を図る動きもあります。親の代
表が施設に意見やアイデアを伝える場があること
で利用者の要望が反映されやすくなります。

子ども自身の意見も尊重されています。保育法
の中に「子どもが保育所の運営の在り方について
意見を出せるようにする」と明記されている国も
あります。幼児期の子どもが意見を言うのは難し
い面もありますが、保育所の子どもたちであって
も「自分たちの意見やアイデアを言うことが望ま
しい」とされているのです。

スウェーデンの保育所では、まだうまく話せな
い１歳程度の子ども一人ひとりに「あなたは何を
歌いたい？」と保育士が希望を聞いていました。
こんな早い時期から意見を言うことが重視され、
子どもの満足度も高いと感じました。

――質の改善には財源が必要だという議論もあり
ます。
池本　もちろん財源は必要ですが、財源がなくて
もできることも多いと思います。たとえば、海外
には親が運営する保育所も多くあります。事務作
業から園児の募集まで親がすべてこなしていま
す。週に半日は保育所の運営を行うなど、働く親
も積極的に参加しています。日本では労働時間が
長く、実現は難しいかもしれませんが、親がもっ
と保育に参加することによって、お金をかけずに
質を向上させることが可能だと考えています。

海外では「保育は保育士が提供するもの」では
なく、「親と保育士が共同で作り上げるサービス
である」という考え方があります。たとえば、親

がいつでも保育所を訪れ子どもと一緒に遊んだ
り、おやつを一緒に食べたりできるという国もあ
ります。

親と保育士の関係が深まれば、保育士の手の回
らないところを親がカバーすることもできます。
親によって得意分野は異なりますから、楽器演奏、
スポーツ指導、読み聞かせ、手作り活動、園芸な
ど、それを生かせる関わり方ができれば、サービ
スの質の向上に貢献できると思います。
――親の安心感や満足度も高まりそうですね。
池本　日本では親の参加というと、負担感ばかり
がイメージされますが、それは公平性にこだわり、
全員に同じように仕事が割り振られるからではな
いでしょうか。

海外では、家庭の事情が大きく異なることを前
提に、意欲や余裕のある人の力を保育の資源とし
て生かしていこうという考え方になっています。

また施設の掃除の日を設けて、作業が終わった
後に食事やお酒の場を設けるなど、堅苦しくなら
ない、参加したくなるような工夫も見られます。

保育の質に不安がある国では、親が運営する施
設の方が、保育の質を日常的に親がチェックでき、
改善もすぐにできるので、むしろ人気があるとい
う話もありました。

限られた財源で保育の充実を図るのは難しいと
思いますが、アイデア次第で量や質を向上させる
こともできるのではないでしょうか。

親が保育に参加することで
質の向上は実現できる

池
い け も と

本  美
み か

香
三井銀総研、さくら総研など
を経て、2001年から日本総
合研究所調査部主任研究員。
少子化にかかわる保育・教育
政策、労働政策、社会保障等
を専門分野としている。著書
に『失われる子育ての時間』、編著書に『子どもの放課後を
考える』（いずれも勁草書房刊）。

Pro f i l e

（出典）財務省広報誌『ファイナンス』2014年5月号




